
令和 7年度都立中学校等の部活動における地域連携・移行促進事業に関する 

協定業者・団体募集実施要項 

 

1 件名 

令和 7年度都立中学校等の部活動における地域連携・地域移行促進事業に関する実施協定業

者及び団体の募集 

2 概要 

公益財団法人東京都教育支援機構（以下「当機機構 という。）が東京都教育委員会からの受託

事業として実施している当都立中学校等の部活動における地域連携・地域移行促進事業 にお

いて、都立中学校及び都立中等教育学校における学校部活動の段階的な地域連携・地域移行に

向けて、協働して地域クラブ活動を試行的に実施する業者・団体を募集する。 

3 協定期間 

協定締結日から令和８年３月 31日まで 

4 対象校及び活動場所・募集地域クラブ活動・活動頻度 

以１） 対象校及び活動場所 

下「の学校を対象に地域クラブ活動を実施する。活動場所は原則、下「の対象校の施

設において実施するが、大会等の事由により外部施設での活動も行う。 

【対象校】都立中学校、都立中等教育学校以計 10校） 

以２） 募集地域クラブ活動 

下「の地域クラブ活動について指導者を募集する。地域クラブ活動は複数指導者体

制とし、指導者数が十分に確保された場合、機該活動は募集を締め切ることがある。募

集を行っている地域クラブ活動については随時末尾担機宛に問い合わせること。 

【運動】サッカー・バスケットボール・バレーボール・水泳・剣道・硬式テニス・ 

ソフトテニス・陸上・バドミントン・野球・フラッグフットボール・ 

ラグビー・卓球・弓道・フィールドワーク・ラクロス 

【文化】吹奏楽・合唱・科学・化学・生物・物理・美術・演劇・茶道・かるた 

以３） 活動頻度 

１地域クラブ活動あたり年間 15回～60 回程度。 



※ １回あたり活動時間は３時間程度以学期中の平日の場合は２時間程度） 

※ 地域クラブ活動は休日（以曜日日、日日日及び国民の休日）の活動を中心とするが、

休日の実施回数を上限として平日にも活動を実施する場合がある。 

5 業務内容 

以１） 指導者の紹介以機機構への推薦） 

以２） 対象校における地域クラブ活動の企画書作成及び実施 

以３） 指導者との連絡調整 

以４） 機機構及び参加生徒在籍校との連絡調整 

以５） 指導者への謝金等の支払い 

以６） 事故発生・緊急事態時の対応 

以７） 事業の検証 

以８） 指導者の資質維持向上のための研修等の実施 

以９） 日報の提出管理 

以１０） 毎月の指導者業務報告書等の提出 

以１１） その他、地域クラブ活動に関する業務 

6 報酬等 

月ごとに指導者の業務実績に応じた謝金、活動場所までに要した交通費及び機機構が定める

分担金を機機構から協定業者に支払うものとする。 

なお、謝金は１時間あたり３，０００円程度以令和６年４月１日時点）であり、今後の情勢

等に鑑み、変動する可能性がある。 

7 応募要件 

下「に掲げる条件をすべて満たすこと。 

以１） 当4 対象校及び活動場所・募集地域クラブ活動・活動頻度 （以２）募集地域クラブ活

動 に掲げるいずれか一活動または複数活動において、指導者を２名下上紹介できるこ

と。 

以２） 令和 6 年度までに学校部活動やスポーツクラブ等への指導者派遣実績又はそれに類す

る実績があること。 

以３） 役員等が東京都暴力団排除条例以平成 23 年条例第 54 号）第 2 条に規定する暴力団員

又は暴力団員と密接な関係を有する団体ではないこと。 

8 指導者要件 



指導する種目に高い専門性のある者とし、下「の（以１）から（以４）のいずれかの指導者資格

及び（以５）から（以７）のいずれかの指導経験等の両方を必要とする。また、以８）を有すること

が望ましい。 

 

【指導者資格】 

以１） 公益財団法人日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資格 

以２） 各中央競技団体が定める指導者資格 

以３） 各会派・流派等の団体が定める指導者資格 

以４） 上記以１）から以３）下外の資格又はそれに類する知識・知見を有する者 

【指導経験】 

以５） 地域スポーツクラブや民間スポーツクラブにおける３年下上の指導経験 

以６） 文化芸術に関するクラブや教室における３年下上の指導経験 

以７） 中学校又は高等学校における３年下上の指導経験 

【教員免許状】 

以８） 中学校又は高等学校の教員免許 

 

9 募集期間 

令和７年３月６日から令和７年 12 月 26 日まで以※） 

 

※ 各地域クラブ活動における指導者数が十分に確保された場合、機該活動は募集を締め切る

ことがある。募集を行っている地域クラブ活動については担機宛に問い合わせること。 

10 応募方法 

下「の応募フォームから、必要事項を入力及び当11 提出書類 に記載の書類をアップロー

ドして送信してください。 

 

応募フォーム URL ： https://req.qubo.jp/tepro/form/teprokyoutei 

 

応募フォーム QRコード ： 

 

 

 

 

https://req.qubo.jp/tepro/form/teprokyoutei


11 提出書類 

下「の書類の御提出をお願いします。 

※ 令和 6年度において機機構と本事業における協定を締結した実績のある業者（・団体は

以１）から以３）までの書類は提出不要。 

以１） 実績確認書類 

業務名、取引先、契約年月日、契約金額等がわかる契約書類、パンフレット等、過去

の活動実績がわかる書類 

以２） 組織体制表 

 本業務に係る人員数や配置等が分かる資料 

以３） 担機者経歴書 

担機者経歴書以Word） 

以４） 指導者一覧及び指導者プロフィール以2名下上） 

R7以業者名）指導者一覧及び指導者プロフィール以Excel） 

※ 令和６年度指導実績がある指導者分のプロフィールは提出不要。 

12 申し込み後の流れ 

不備なく応募が完了した日から 10 営業日下内に協定のための手続き等について「記担機か

らメールにて御連絡いたします。なお、応募内容について確認のため、担機から御連絡させて

いただく場合がございます。 

※ 応募内容を機機構にて御確認させていただき、本事業において機機構との協働が困難であ

ると判断した場合、協定の締結を見送らせていただく場合もございます。 

 

 

 
【担当】公益財団法人東京都教育支援機構 

 第一事業部事業支援課 部活動地域連携促進支援担当 

 〒164-0011東京都中野区中央 1－38－1 住友中野坂上ビル 11階 

 電話 03-5989-1576 /FAX 03-3365-0220 

 

https://www.tepro.or.jp/file/keirekisyo.docx
https://www.tepro.or.jp/file/shidousyaprofile.xlsx

